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研究要旨： 

小規模化が進む水道システムでは、配水管内での滞留時間が増大する傾向にあ

り、水道水質が劣化することが懸念される。このため配水管内環境の管理を高度

化させ、これを制御する必要がある。配水管内における懸濁物質等の管理・制御

のための考え方としては、①浄水処理における懸濁物質等の除去、②配水管網に

おける水理条件の管理・制御，③洗管があり実務上はこれら 3つの段階を組み合

わせる必要がある。本研究では、中部地方 H 市内、中部地方 Y 市内、東北地方 A

市内を対象とし、飲料水供給施設などの小規模な水道施設をとりあげた。それぞ

れの配水区域において、まずは配水管内に蓄積する重量(g/m2)とその分布を推定

した。ついで、上記の 3 段階の対策、すなわち、浄水シナリオ、縮径シナリオ、

洗管シナリオによって、配水管内環境がいかに改善できるかを定量的に示した。

同様に、対象地域特有の管路維持管理作業が配水管内環境の制御に寄与できるこ

とも示した。ここで得られた知見をもとに、今後当該水道事業体と議論しつつ、

対象地域に適した浄水処理方法、及び配水システムの管理・制御方法を提示・策

定することができる。 

 

A.研究目的 

小規模化が進む水道システムでは、配水管内での滞留時間が増大する傾向にあり、

水道水質が劣化することが懸念される。このため配水管内環境の管理を高度化させ、

これを制御する必要がある。配水管内における懸濁物質等の管理・制御のための考え

方としては、①浄水処理における懸濁物質等の除去，②配水管網における水理条件の

管理・制御、③洗管があり実務上はこれら 3 つの段階を組み合わせる必要がある 1)。 

本研究では、中部地方 H市内、中部地方 Y市内、東北地方 A市内を対象とし、飲料

水供給施設などの小規模な水道施設をとりあげた。それぞれの配水区域において、ま

ずは配水管内に蓄積する重量(g/m2)とその分布を推定する。ついで、上記の 3段階の

対策によって、配水管内環境をいかに制御できるかを比較検討した。これによって、

配水管内の環境管理からみて重点的に管理・制御すべき事項・段階を指摘する。それ

ぞれの地域では、浄水処理方法や管路の維持管理方法などに特徴があり、それをふま

えた解析や考察を行った。 
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表 1 設定シナリオ 

B.研究方法 

１．中部地方 H市内飲料水供給施設 

（１） 配水区域内における蓄積量分布の推定 

H 市の飲料水供給施設 2 箇所（k、aの各飲料水供給施設。以下、飲供と略記）を調

査対象とし水質測定等を行った。両飲供とも原水は浅井戸である。2つの飲供におい

て、配水量に関する情報はない。そこで、k飲供における全戸(26 戸)と各戸の居住人

数(合計 50 人)を聞き取った。これに計画原単位である 240 L/人・日を乗じ、各節点

からの取り出し水量とした。a飲供(8 戸、25 人)においても同様に設定した。 

配水量の日内変動としては、地域特性が類似していること、他に使用できる適切な

情報がないことから、後

述する S 市のデータを

そのまま適用すること

とした。管網解析には

EPANET2 及びその拡張

モ ジ ュ ー ル で あ る

EPANET-MSX を用いた。

別途構築した懸濁物質

等の蓄積モデル 2)を用

いて、2箇所の配水区域

の配管内における 20 年

間の蓄積量の分布を推

定した。 

（２） 設定シナリオ 

 上述した 3段階の考え方に基づきシナリオを表 1のように設定した。浄水シナリオ

は、水質測定の結果から浄水処理能が不十分である a飲供のみに設定した。各シナリ

オにおける配水期間 20 年後の蓄積量を比較した。 

２．中部地方 Y市 k浄水場配水区域 

本配水区域は、以前は簡易水道であったが、現在は上水道として統合されている。

この配水区域における管路の維持管理作業についてヒアリングを行った。ここでは、

「排泥作業」と称する放水作業が行われている。この「排泥作業」は毎年実施されて

いるものの、その洗管効果は明らかではない。そこで、ここではこの「排泥作業」を

強化し、管内流速を 0.4 m/s 程度以上に確保して、管内に蓄積した懸濁物質等を積極

的に排出するというシナリオを設定することとした。 

３．東北地方 A市 n浄水場・t浄水場配水区域 

（１）配水区域の概要 

両浄水場の概要を表 2に示す。ともに、クリプトスポリジウム等対策を理由の一つと

して膜ろ過（UF）設備が導入されている。 
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表 2 n 浄水場、t浄水場の概要 

・n 浄水場 湧水水源―自然流下―UF 膜（4 ユニット×2 モジュール）―塩素消毒―

50 軒(給水人口 150 人以内)に配水 

・t 浄水場 湧水水源―ポンプ圧送―UF 膜（3 ユット×2 モジュール）―塩素消毒―

100 軒に配水 

 

この配水地域における管路の維持管理作業についてヒアリングを行った。n浄水場

配水区域の末端には「排流装置」が設置され、稼働している。この「排流装置」によ

って水道水を常時放水している目的は、配水区域内の残留塩素と pH の管理を容易に

することにある。 

本配水区域における以上の特徴をふまえ

て、制御性の検討における設定予定条件を

表 3 に示す。すなわち、この区域では、膜

ろ過の導入と排流装置が特徴的であること

から、それぞれの導入効果を定量的に評価

するためのケース設定とした。 

 

C.研究結果 

１．中部地方 H市内飲料水供給施設 

 濁度測定結果を表 4に示す（同時に調査した

n飲供のデータも併記）。なお、配水区域内での

平均残留塩素濃度は、k 飲供、a 飲供それぞれ

0.15 mg/L、0.13 mg/L であった。k飲供の浄水

処理能は高いが、a 飲供のそれは低く、濁度除

去率はほぼゼロ%であるといってよい。k 飲供、

a 飲供配水区域における蓄積量の分布をそれぞ

れ図 1、図 2 に示す（単位：g/m3）。k 飲供にお

ける総蓄積量は 106 g、a 飲供では 1030 g と推

定され、a飲供は配水量が少ないにも関わらず、

k 飲供と比較して非常に多かった。これは配水

区域内給水栓水の濁度値が高いためである。ただし、管内流速は k 飲供より大きく、

流速の観点からは蓄積は進みにくいともいえた。 

図 3は、単位面積当りの蓄積量をシナリオ間で比較したものである。図より、現行 

事業主体名 基本計画 

市町村名 浄水場名 施設能力(m3/day) 原水種別 浄水施設種別 配水方式種別 

A 市 
n 浄水場 190 湧き水 膜ろ過 自然流下 

t 浄水場 160 湧き水 膜ろ過 自然流下 

表 3 設定シナリオ 

表 4 濁度測定結果 
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条件(ベースケース)に対して、縮径シナリオでは、それぞれ 56%(k 飲供)、61%(a 飲

供)まで蓄積量を削減することができる。a 飲供では、現有浄水処理装置の除去能が

低いため、浄水処理を改善した場の効果が突出する結果となった。また、洗管を計画

的に実施する（洗管シナリオ 2）ことにより、それぞれ 41%(k 飲供)、54%（a 飲供）

まで蓄積量を削減することができる。 

 以上を総合すると、まず浄水処理機能が不十分である場合にはその改善を優先する

のが望ましい。そして、飲供においても計画的な洗管を検討する意義を見出すことが

できる。さらには、可能な限り縮径を進めることが効果的であると指摘できる。 

以上、H市内の 2箇所の飲料水供給施設を対象とし、配水管内に蓄積する重量とそ

の分布を推定した。その上で、3段階の考え方に基づくシナリオを設定し、その効果

図２ C 飲料水供給施設配水区域における 
懸濁物質等の蓄積量分布 

浄水施設 
・配水池 

図 1 k 飲料水供給施設配水区域における 
懸濁物質等の蓄積量分布 

浄水施設 

低区配水池 

高区配水池 

図 2 a 飲料水供給施設配水区域に
おける懸濁物質等の蓄積量
分布 

浄水施設 
・配水池 

図 3 平均蓄積量のシナリオ間比較（左：k飲供、右：a飲供） 



49 

 

を比較した。得られた結果から、配水管内の環境管理からみて重点的に管理・制御す

べき事項・段階について考察を行った。ここでの知見をもとに、今後、当該水道事業

体と議論しつつ、対象地域に適した浄水処理方法、及び配水システムの管理・制御方

法を提示・策定することができる。 

２．中部地方 Y市 k浄水場配水区域 

（１）管路の維持管理作業 

k 浄水場では上向流緩速ろ過施設が導入されており、現在の給水戸数は 250 戸とな

っている。 

この配水区域における管路の維持管理作業についてヒアリングを行った。ここでは、

図 4に示す場所において、「排泥作業」と称する放水作業が行われている。すなわち、

1年に 1回、主としてお盆の時期に人口が急激に増加し、配水区域の下流域で水量が

不足するという。この時期の必要水量は平時の 1.5 倍程度に達するようである。この

不足水量を補うため、この時期に限り、隣接する e浄水場配水区域（図 4の東北方面

に広がる地域）から配水を受ける。e浄水場配水区域からの水は図 4の右下箇所から

流入し、上流方向 4 分の 1 程度まで到達すると推定されている。ただし、このとき、

水は平時とは逆方向に流れることになる。この流向の変化に伴って濁水が発生するの

を未然に防止するために行われているのが、「排泥作業」と称する放水作業である。

写真 1に実際の様子を示す。ただ、これまでに濁水発生によって苦情が発生するなど

の例はないようである。この「排泥作業」の目的は、配水管内で滞留傾向にある水を

排出するのが目的である。作業は経験的に行われており、数時間内に終了する。放水

時の流量や管内で確保される流速などは把握されておらず、その洗管効果は明らかで

はない。 

この事例を参考にして、次節では洗管シナリオを設定し定量的な評価を試みた。 

図 4 k 浄水場配水区域の管路図と「排泥作業」実施場所 

浄水場・配水池 

排泥場所 
管径(mm) 
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（２）懸濁物質等の蓄積とその制御 

H 市内飲料水供給施設と同様に管網解析を行い、配水区域内における懸濁物質等の

蓄積量とその分布を推定した。表 4 に示す濁度から、配水される浄水の SS は 12 μ

g/L と推定した。浄水場から 20 年間配水を継続した場合の平均蓄積量は 0.68 g/m2

と推定された。 

ついで制御性に関する評価を行った。本検討の目的は、「排泥作業」のような特徴

ある管路維持作業の効果を定量的に評価することにあること、および、浄水処理につ

いては、導入されている上向流緩速ろ過施設によって除去能は十分確保されているこ

とから、新たなシナリオは設定しないこととした。また、縮径についても、とりあえ

ず取り上げないこととした。 

上記「排泥作業」は毎年実施されているものの、その洗管効果は明らかではない。

そこで、ここではこの「排泥作業」を強化し、管内流速を 0.4 m/s 程度以上に確保し

て、管内に蓄積した懸濁物質等を積極的に排出するというシナリオを設定することと

する。 

放水による洗管作業はそれぞれの水道事業体で少しずつ異なる方法で行われるが、

例えば神戸市における洗管作業は、25～50 m3/h を下流側節点から引き出し、管内流

速を 0.4 m/s 程度以上に確保することによって行われている。また、1回の作業で洗

管される区画の管路総延長は約 2～4 km である。この事例を参考にして対象区域のシ

ナリオを設定することにする。 

表 5は、対象区域において洗管を想定したとき、0.4 m/s 以上の流速が出現する管

路数と管路総延長を示したものである。放水水量 25 m3/h から 50 m3/h に増大するに

したがって管路数と管路総延長が増大するが、ここでは実際に行われている洗管時管

路延長を考慮して 30 m3/h で排泥作業を行う場合を設定する。 

写真 1 「排泥作業」の様子（お盆前に行う実際の作業を再現したもの） 
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配水を 10 年間継続した後、排泥

作業強化シナリオを適用した。すな

わち、10 年後から、毎年に 30 m3/h

で排泥作業を実施することとし、管

内流速 0.4 m/s 以上が出現する管路

に対し、除去率 100%を与えた。蓄積

期間（評価期間）は 20 年とし、排

泥作業を行わない場合（ベースケー

ス）とを比較した。 

結果をまとめて表 6、図 5に示す。

ベースケースとは、洗管を実施せず、配水開始から 20 年後の蓄積量(g/m2)などを求

めた結果を意味する。 

排泥作業強化シナリオでは、ベ

ースケースと比較して総蓄積量

およびともに大きな低減効果が

得られ、後者は 62%減少し 0.26 

g/m2となった。 

この結果から、現在経験的に行

われている排泥作業について、手

法とその効果を定量的に示しつ

つこれを強化することによって、

配水管内環境の大きな改善が期

待できると指摘できる。もちろん

上述のように、表 6、図 5 はひと

つの設定条件で得られた結果で

あり、さまざまなシナリオを設定

してその効果を推定・比較することもできる。また、実際の運用にあたっては、有収

率低下への影響等にも配慮する必要がある。 

  

表 6 シナリオ比較結果 

0.0
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0.2
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ベースケース 排泥作業 

配
水
管
内
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位
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図 5 配水管内面単位面積当たり蓄積量の比較 

表 5 洗管想定時の 0.4 m/s 以上が出現 
する管路数と管路総延長 
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３．東北地方 A市 n浄水場・t浄水場配水区域 

（１）施設概要 

・計器での表示値（2018/8/27） 

項目 t 浄水場 n 浄水場 

原水濁度 0.005 0.028 

膜ろ過水濁度 0.000 0.009 

配水残塩(mg/L) 0.76 0.74 

・水質測定結果 

粒径(μm) t 原水 t 浄水 n 原水 n 浄水 排流装置 

0.5-1.0 13096 199 8419 184 683 

1.0-3.0 990 15 607 5 2 

3.0-7.0 102 1 95 3 1 

7≦ 422 6 230 0 4 

濁度 0.1086 0.0008 0.0048 0.0006 0.0014 

TOC(mg/L) 0.140  0.135 0.102 0.088 0.094 

 

2 つの配水区域の管路図を図 6、図 7 に示す。実際には、n 浄水場配水区域の右上

節点と t浄水場配水区域の左端節点とは管路で連結されている。 

（２）管路の維持管理作業 

ついで、この配水地域における管路の維持管理作業についてヒアリングを行った。 

図 6 に示す n 浄水場配水区域の末端には「排流装置」（写真 2 参照）が設置され、

稼働している。この「排流装置」によって水道水を常時放水している目的は、配水区

域内の残留塩素・pH 管理を容易にすることにある。 

図 6 n 浄水場配水区域管路図と排流装置設置場所 

管径(mm) 

排流装置 

配水池 
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n 浄水場・t 浄水場の運転管理は、M 浄水場での遠隔監視によって行っている。ま

た、業者への外部委託により、週 3回（月水金）の浄水場への定期巡回が行われてい

る。さらに、給水末端の毎日検査は私人への委託により実施されており、水質がもっ

とも劣化する可能性がある給水末端において残留塩素濃度等が測定されている。 

水道事業体としては、浄水場での塩素注入率は低くしたいが、配水区域内での残留

塩素は確保する必要がある。これを常にモニタリングしなくても確実に（自動的に）

達成できているようにするために行われるのが「排流装置」を用いた放水である。 

放水流量は、約 20 L/min＝28.8 m3/日であり、これは n浄水場における配水量 50 m3/

日の実に 58%に達している。調査時（2018/8/27）の残留塩素濃度は 0.32 mg/L であ

った。 

その他、A市における洗管の考え方についてヒアリングを行った。まず、計画的に

順次行っていくという洗管作業は実施されていない。配水区域の切り替え作業時など

において、濁水発生が予想される管を特定する。当該管路に対して普段とは異なる流

向や、流速が発生する場合に、あらかじめ想定しうる流速で洗管しておくという目的

で放水が実施されている。 

流速確保の考え方としては、出現しうる流量・流速を予測した上で放水を実施して

いる。例えば、2 m3/min が予想されるなら、事前に 2.5 m3/min の流量を与えておく、

などである。 

なお、n 浄水場・t 浄水場配水区域のような旧簡易水道エリアでは、配水区域の変

更や流速が大きく変化することがあまりないためこのような放水洗管を実施してい

ない。 

本配水区域における以上の特徴をふまえて、制御性の検討における設定予定条件を

表 3に示す。すなわち、この区域では、膜ろ過の導入と排流装置が特徴的であること

から、それぞれの導入効果を定量的に評価するためのケース設定となっている。 

写真 2 n 浄水場配水区域末端に設置されている排流装置 
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排流装置による放水が行われているのは n浄水場配水区域であるが、t浄水場配水

区域においても排流装置は図 7の末端に設置されている。そこで、t浄水場配水区域

においても、この 2箇所から配水量のそれぞれ 29%が放水される場合を想定した。そ

の合計量 58%は、n浄水場配水区域における放水量と一致させたものである。 

（３）管内環境に対する効果の定量化 

 結果を図 8に示す。膜ろ過を導入することによって（CASE 2）配水管内蓄積量が低

く抑制されていることがわかる。一方、CASE 2 と CASE 3 を比較すると、排流装置を

設置することによる効果は小さく、その削減率は 0（n 旧簡水）～7%（t 旧簡水）で

あった。一方、総蓄積量は減少しており、たとえば n 旧簡水では 110 g が 93 g とな

った。総蓄積量の変化と単位面積あたり蓄積量の変化が必ずしも一致しないのは、蓄

積量が定常に達するまでに要する期間が管内流速に依存し、それが管網内で分布して

いるためである 3)。総蓄積量でみると排流装置がその低減にも効果があるといえるが、

その効果は大きいとはいえない。すなわち、排流装置による放水は、配水管内を清浄

管径(mm) 

配 水

 排水場所 

図 7 t 浄水場配水区域管路図 

n 旧簡水 t 旧簡水 

図 8 シナリオ比較結果 
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に保つのに寄与するというよりは、配水管網内の滞留時間が短縮されることによって

管路末端での残留塩素・pH 濃度を安定して保つ役割を果たしていると推察できる。 

 

D.考察 

本研究では、3つの地域における飲供施設と旧簡水施設を対象として、配水管内環境

を評価するとともに、これを制御するための方法について論じてきた。その方法と効

果についてまとめたものを図9に示す。%表示は、ベースケースと比較して減少した平

均蓄積量(g/m2)を示している。各小規模水道施設は、大都市と比較すると規模が小さ

い分地域特有の問題が浮き彫りになりやすい。それらは、浄水処理性能上の問題、残

留塩素確保の問題、管路維持管理作業の問題などである。 

第一段階の浄水シナリオについてみると、浄水処理能が良好でない場合、これを改

善することによって、大きく蓄積物の低減に効果を発揮することを示した。これは当

然の結果ともいえるが、対象地域において浄水処理能が低い場合には優先して改善す

ることが望ましいことを定量的に指摘することができた。 

図 9 配水管内環境の制御方法とその効果まとめ 

※図中、Y市および A市旧簡水は簡易水道として示している。 
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第二段階の縮径シナリオでは、すべての小規模水道施設において配水管内における

蓄積量を大幅に減少させることができることがわかった。今後、人口減少が見込まれ

る地域において、管路のダウンサイジングを着実に推進することは、配水管内環境の

維持からみても有効な方法であるといえる。 

第三段階の洗管シナリオでは、その管網の特徴や管網内の蓄積物の挙動などを把握

し、対象地域に適したシナリオを設定することで、縮径シナリオに匹敵するほどの効

果が認められるといえた。浄水処理施設の導入や縮径の実施が容易でない場合、計画

的な洗管を行うことにより、配水管内環境を制御できるということができる。ただし、

先述したように小規模水道では、有収率の低下やマンパワーの問題など多岐にわたり

多くの課題に直面している。各事業体に対するヒアリングでも、現実的に小規模水道

において洗管作業を実施するのは難しいという声が多く聞かれた。本研究で得られた

知見を参照しつつ、実行可能な配水管内環境の制御法を描く必要があるといえる。 

一方、地域特有の管路維持管理作業が、配水管内環境の大きな改善に寄与できるこ

とを定量的に示すことができた。 

 

E.結論 

配水管内環境を制御するための三段階の考え方に基づくシナリオを設定した上で、

その効果を比較し評価した。得られた結果から、配水管内の環境管理からみて重点的

に管理・制御すべき事項・段階について考察を行った。 

浄水シナリオ、縮径シナリオ、洗管シナリオによって、配水管内環境がいかに改善

できるかを定量的に示した。同様に、対象地域特有の管路維持管理作業が配水管内環

境の制御に寄与できることも示した。それぞれの配水管網の特徴や課題を踏まえつつ

複数のシナリオを設定することによって、小規模水道における配水管内環境を制御す

る手法とその効果を提示できたといえる。 

ここで得られた知見をもとに、今後当該水道事業体と議論しつつ、対象地域に適し

た浄水処理方法、及び配水システムの管理・制御方法を提示・策定することができる。 
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